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5. 荷重・外力計算条件 

5.1. 固定荷重 

表 5.1.1 床 固定荷重＋積載荷重（単位：N/m2）（その１） 
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表 5.1.2 床 固定荷重＋積載荷重（単位：N/m2）（その２） 
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表 5.1.3 壁 固定荷重 
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表 5.1.4 追加固定荷重（特殊荷重） 
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図 5.1.1 追加荷重（１FL） 
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図 5.1.2 追加荷重（２FL） 
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図 5.1.3 追加荷重（３FL） 
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図 5.1.4 追加荷重（４FL） 
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図 5.1.5 追加荷重（5FL） 
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図 5.1.6 追加荷重（RFL） 
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5.2. 積載荷重 

表 5.2.1 積載荷重（N/m2） 

用途 床、小梁用 大梁、柱、壁用 地震用 

歩行屋根 1800 1300 600 

非歩行屋根 980 600 400 

事務室など 2900 1800 800 

更衣室など 1800 1300 600 

書庫・倉庫 7800 6900 4900 

電算室 4900 2400 1300 

耐火書庫 5400 4400 3900 

ホール、廊下など 2900 1800 800 

設備ピット 980 600 400 

EV ピット 17700 17700 17700 

鉄骨階段 2900 1800 800 

 

 

5.3. 積雪荷重 

積雪荷重は建築基準法施行令第 86 条に基づき以下により算出する。 

  S＝d・ρ・A・α 

  S：積雪荷重(N) 

  d：垂直積雪量(cm) ＝30cm（東京都区部想定） 

  ρ：積雪の単位荷重（＝20N/cm/m2） 

  A：屋根の水平投影面積(m2) 

  α：積雪荷重の割増係数 

  α = 0.7 +  
  

    
 

  μd：屋根形状係数 

  dr：屋根勾配と棟から軒までの長さに応じた値 

 

以上より、屋根単位面積当たりの積雪荷重は d×ρ＝30×20＝600 N/m2である。 

 

上記のように、稀に発生する積雪荷重を考慮した CLT 屋根部分（wS1）の床用設計荷重は

8600＋600＝9200N/m2 と算出できる。これは長期の床用設計荷重 8600N/m2 の約 1.07 倍と

なる。CLT の長期許容応力度と短期（積雪時）許容応力度の比は 1.6／1.1≒1.455 であり、荷

重の比よりも大きいため、積雪時検討は省略する。 

また CLT 床たわみのクライテリアについて、長期 1/250、短期（積雪時）1/150 であり、積

雪時には変形増大係数 2 を考慮しないため、両者の比率は (1/150)／((1/250)/2)≒3.33 であり、

荷重の比よりも大きいため、積雪時検討は省略する。 
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5.4. 風荷重 

建物に作用する骨組設計用風圧力は建築基準法施行令第 87 条に基づき以下により算出す

る。 

 

 

 

E ：高さおよび地表面粗度による係数 = Er2 × Gf 

V0 ：基準風速 (m/s) 

Er ：平均風速の鉛直分布係数 = 1.7 × ( H’/ ZG )α 

Gf ：構造骨組用ガスト影響係数 

H’ ：H 又は Zb のうち大きい方の値 (m) 

ZG ：地表面粗度区分により表 5.4.1から定まる値 (m)  

α ：地表面粗度区分により表 5.4.1から定まる値 

H ：建築物の高さと軒の高さの平均値 (m) 

Zb ：地表面粗度区分により表 5.4.1から定まる値 (m)  

 

表 5.4.1 壁圧力計算に用いる Zb、ZG、α 

地表面粗度区分 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

Zb(m) 5 5 5 10 

ZG(m) 250 350 450 550 

α 0.10 0.15 0.20 0.27 

 

 

  

H= 19.55 (m) Er= 1.10

地表面粗度区分 Ⅱ Gf= 2.14

Zb= 5.0 (m) Vo= 34 （m/s）

ZG= 350 (m) E= 2.60

α= 0.15 q= 1802 （N/m
2
）

建物の見附幅 [m]

X方向 Lx= 24.0

Y方向 Ly= 32.0

高さ 外圧係数 内圧 風力 風圧力

風　上 風　下 係数 係数 X方向 Y方向

h（m） Z(m) kz Cpe Cpe Cpi Cf Cf・q Qwx(kN) QwY(kN)

5 3.650 19.550 1.00 0.80 -0.4 0 1.20 2162.62 94.7 126.3

4 3.900 15.900 0.94 0.75 -0.4 0 1.15 2075.95 97.2 129.5

3 3.900 12.000 0.86 0.69 -0.4 0 1.09 1966.25 281.2 374.9

2 3.900 8.1 0.77 0.61 -0.4 0 1.01 1827.73 452.3 603.0

1 4.200 4.200 0.66 0.53 -0.4 0 0.93 1678.59 615.4 820.6

風荷重時層せん断力

層
階高

平均風速の高さ係数

ガスト影響係数

各 地 の 風 速

地表粗度区分に応じた係数

速　度　圧
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5.5. 地震力算定用重量及び地震荷重 

地震荷重は建築基準法施行令第 88 条に基づき以下により算出する。なお、地震力算定重量

は解析モデルにより算定した。 

 

Ci＝Z･Rt・Ai・C0 

Z：地震地域係数（＝1.0）  

地盤種別：第 2 種 

一次固有周期 T：T＝0.02H（H は建物高さ＝19.55m） 

Rt：振動特性係数 

Ai：層せん断力係数の分布係数 

C0：標準せん断力係数（＝0.2） 

 

表 5.5.1 地震力算定用重量の内訳 

 

 

表 5.5.2 地震力算定用重量及び地震力 

 
 

表 5.5.3 地震力と風圧力の比較 

 

以上より、地震力に対する風圧力の比は最大でも 1 階 Y 方向で約 8.8％であり、地震力に比較

し十分小さいため、水平荷重計算は地震力によって行う。 

X方向 Y方向 X方向 Y方向 X方向 Y方向

Qwx(kN) Qwy(kN) Q(kN) Q(kN) (%) (%)

5 95 126 982.20 982.20 9.64 12.86

4 97 130 4028.00 4028.00 2.41 3.22

3 281 375 6316.30 6316.30 4.45 5.94

2 452 603 8093.90 8093.90 5.59 7.45

1 615 821 9326.60 9326.60 6.60 8.80

×1.0層

風荷重時層せん断力

地震層せん断力

比率 (風/地震)

①稀に発生する暴風
稀に発生する暴風
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5.6. 荷重の組み合わせ 

前述したように短期積雪時、短期暴風時の設計外力は、長期荷重時、短期地震時に比べて小さ

いため検討は不要となる。したがって、本設計では長期荷重及び地震荷重に対して設計する。 

 

表 5.6.1 荷重組み合わせ （ ：設計対象） 

荷重状態 一般の場合 多雪区域の場合 備   考 

長 期(L) 常 時 G+P G+P 

  中長期(ML) 積雪時 － G+P+0.7S 

中短期(MS) 積雪時 G+P+S G+P+S 

短 期(S) 
暴風時 G+P+W 

G+P+W 建築物の倒壊、柱の引抜

けなどの検討には積載荷

重を適宜減少させる 

G+P+0.35S+W 

地震時 G+P+K1 G+P+0.35S+K1 

最大級(U) 地震時 G+P+K2 G+P+0.35S+K2 

建築物の倒壊、柱の引抜

けなどの検討には積載荷

重を適宜減少させる 

 

記号 G：固定荷重によって生ずる力 

 P：積載荷重によって生ずる力 

 S：積雪荷重によって生ずる力（屋根勾配や雪下ろしにより適切に低減してよい） 

 W：風圧力によって生ずる力 

 K1：地震力によって生ずる力（Co=0.2）  

 K2：地震力によって生ずる力（Co=1.0） 
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